
県社会的養育推進計画概要版

＊ アンダーライン箇所は国の策定要領で記載が求められている内容

１ 計画の策定について

(1) 平成２８年改正児童福祉法の理念及び国の策定要領を踏まえて作成

【同法の理念】

① 子どもが権利の主体である。

② 家庭養育優先原則

(2) 計画期間

令和２年度～１１年度（２～６年度：前期，７～１１年度：後期）

２ 当事者である子どもの権利擁護の取組（意見聴取・アドボカシー）

(1) 児童養護施設等における子どもの権利擁護の取組を推進する。

① 子どもの権利について，子ども自身に定期的に説明

② 子どもの持つ疑問点に対し，充分説明

③ 意見表明が困難な子どもからの意見聴取方法の紹介 等

(2) 児童相談所においては，引き続き，子どもの意見を充分踏まえた措置継

続・変更等を行う。

３ 市町村の子ども家庭支援体制の構築等に向けた取組

① 「子育て世代包括支援センター」，「子ども家庭総合支援拠点」につ

いて，国の財政支援等必要な助言等を行い，設置を促進する。

② 市町村の「要保護児童対策地域協議会」の適切な運営が図られるよう

必要な助言等を行う。

③ 同協議会の調整担当者研修等を通じ，市町村の人材育成を支援する。

④ 児童相談所の体制や地域の相談ニーズ等を踏まえ，児童家庭支援セン

ターの機能強化や新設の必要性等について検討していく。



４ 各年度における代替養育を必要とする子ども数の見込み

① 代替養育を必要とする子ども数等の現状(平成30年度末時点)

区 分 代替養育を受けて 里親等委託を必要 里親等委託中

いる子ども数 とする子ども数 の子ども数

人数 人数 割合 人数 割合 割合

(A) (B) B/A (C) C/A C/B

３歳未満 ５８人 ２７人 46.6% ７人 12.1% 25.9%

３歳～就学前 ８９人 ７０人 78.7% ９人 10.1% 12.9%

学童期以降 ６２１人 ４３５人 70.0% １１７人 18.8% 26.9%

合 計 ７６８人 ５３２人 69.3% １３３人 17.3% 25.0%

【説明】

国は，代替養育を必要とする子どものうち，以下の子どもについて

里親等委託が必要としている。

ア 現に里親等に委託されている子ども

イ 現に施設入所している子どものうち，次の子ども

・ 乳児院に半年以上措置されている乳幼児

・ 乳児院から児童養護施設に措置変更された乳幼児

・ 児童養護施設に１年以上措置されている乳幼児

・ 児童養護施設に３年以上措置されている学童期以降の子ども

② 代替養育を必要とする子ども数の見込み

区 分 H26度～H30度 Ｒ６度 Ｒ８度 Ｒ11度

平均

３歳未満 ５９人 ５８人 ５８人 ５７人

３歳～就学前 ９４人 ９２人 ９２人 ９１人

学童期以降 ６１８人 ６０４人 ６０１人 ５９６人

合 計 ７７１人 ７５４人 ７５１人 ７４４人

＊ 算定方法等は別紙１



③ 上記のうち，里親等委託を必要とする子ども数の見込み

区 分 Ｒ６度 Ｒ８度 Ｒ11度

３歳未満 ３０人 ３０人 ２９人

３歳～就学前 ７０人 ７０人 ７０人

学童期以降 ４５２人 ４５０人 ４４６人

合 計 ５５２人 ５５０人 ５４５人

＊ 算定方法等は別紙２

④ 里親等への委託子ども数の見込み(数値目標と達成期限)

「里親等委託を必要とする子ども」について，国の目標数値及び達成時期

と同様の目標等を設定する。

区分 国の里親等委託率 里親等委託を必要と 里親等委託目標子

目標(A),達成時期 する子ども数(Ｂ) ども数 (B)×(A)

３歳未満 Ｒ６：７５％ Ｒ６： ３０人 Ｒ６： ２３人

就学前※ Ｒ８：７５％ Ｒ８：１００人  Ｒ８： ７５人

学童期以降 Ｒ11：５０％ Ｒ11：４４６人  Ｒ11：２２３人

Ｒ11度 ＋ ：２９８人

※７年以内に就学前７５％となっており，３歳未満も含まれている。

【説明】

ア これまでの里親登録世帯数の推移等を踏まえると，里親等が受け入

れる子ども数は，令和１１年度に２９０人程度と見込まれる。

・ 里 親 登 録 世 帯 数：Ｈ30度１８２世帯 → Ｒ11度３８６世帯

・ ファミリーホーム数： 〃 ５施設 → 〃 ７施設

・ 里親等受入子ども数： 〃 １３３人 → 〃 ２９３人

＊ 算定方法等は別紙３

イ 本県は戦後，保護者のいない児童等の保護を目的に社会奉仕・慈善

事業を熱心に行う人々により，多くの養護施設が開設されており，全

国平均に比べ，里親等委託率は低くなっている。

＊ 平成２９年度末時点の里親等委託率

本県：１５．０％ 全国：１９．７％



【参考１】各年齢区分別目標年度の「里親等委託目標子ども数」と「代替養
．．

育を必要とする子ども数全体」を比較した場合の里親等委託率

区分 里親等委託目標 代替養育を必要とす 里親等委託率

子ども数 (Ａ) る子ども数(Ｂ) (Ａ)／(Ｂ)

３歳未満 Ｒ６： ２３人 Ｒ６： ５８人 ４０％

３歳～就学前 Ｒ８： ５２人 Ｒ８： ９２人 ５７％

学童期以降 Ｒ11：２２３人 Ｒ11：５９６人 ３７％

【参考２】令和１１年度の「里親等委託目標子ども数」と「代替養育を必要
．．

とする子ども数全体」を比較した場合の里親等委託率

区分 里親等委託目標 代替養育を必要とす 里親等委託率

子ども数 (Ａ) る子ども数(Ｂ) (Ａ)／(Ｂ)

３歳未満 ２２人 ５７人 ３９％

３歳～就学前 ５３人 ９１人 ５８％

学童期以降 ２２３人 ５９６人 ３７％

合 計 ２９８人 ７４４人 ４０％

５ 里親等への委託の推進に向けた取組

① 児童相談所の児童福祉司等によるフォスタリング業務の充実を図る。

② 児童養護施設等が配置し，里親の支援等を行っている里親支援専門相談

員の継続配置の働きかけ

③ 里親を対象とした研修会・交流会の実施

④ 新規里親登録者確保のための広報活動の実施

６ パーマネンシー保障としての特別養子縁組等の推進のための支援体

制の構築に向けた取組

① フォスタリング業務の中で，養子縁組里親に登録している里親を中心に，

特別養子縁組制度についての周知を図る。

② 制度周知に当たっては，子どもが持つ出自を知る権利や真実告知の重要

・危険性等も充分説明した上で，実親，里親双方の心情に寄り添った対応

を行う。



７ 施設の小規模かつ地域分散化，高機能化及び多機能化・機能転換に

向けた取組

(1) 施設で養育が必要な子どもの数と割合の見込み

４を基にした見込みは次のとおり

区 分 Ｒ６度 Ｒ８度 Ｒ11度

３歳未満 ３５人 ３５人 ３５人

３歳～就学前 ５５人 ４０人 ３８人

学童期以降 ４４５人 ４２１人 ３７３人

合計 ５３５人 ４９６人 ４４６人

＊ 算定方法は別紙４

(2) 乳児院及び児童養護施設の小規模かつ地域分散化，高機能化及び多機能

化・機能転換に向けた取組

① 新築や改築，増築の機会を活用することなどにより，小規模化や高機能

化等を促進する。

８ 一時保護改革に向けた取組

① 一時保護人数は増加傾向にあることから，必要に応じ定員の見直し等に

ついて検討する。

② 子ども一人ひとりの家庭の状況や性格，心身の状態等を考慮した上で，

それぞれの子どもに合ったケアに努める。

９ 社会的養護自立支援の推進に向けた取組

① 国や県が実施している自立支援制度の周知に努めるとともに民間団体な

どが実施している制度・取組の活用を図りながら，自立を支援する。

10 児童相談所の強化等に向けた取組

① 令和元年８月に出水市で発生した女児死亡事案に係る検証結果や令和元

年公布の改正児童福祉法等を踏まえ，児童相談所の体制強化を図る。

② 鹿児島市の児童相談所設置については，同市の計画等を踏まえながら，

支援に努める。





【別紙１】

各年度における代替養育を必要とする子ども数の見込み

１ 過去の傾向

区 分 子ども数全体 うち代替養育を必

＊20歳未満 要とする子ども数

H21度～H25度平均 ３１８，２０７人 ７８１人

H26度～H30度平均 ２９６，６８０人 ７７１人

減 少 数 ▲２１，５２７人 ▲１０人

増 減 率 ▲６．８％ ▲１．３％

増減率の比 ＝ ５.２ ： １

２ 代替養育を必要とする子ども数の見込み

「子ども数全体」の増減率と，「うち代替養育を必要とする子ども数」の

増減率の比は，将来においても変わらないと仮定の上，算定

区 分 子ども数全体 うち代替養育を必

＊20歳未満 要とする子ども数

H26度～H30度平均 ２９６，６８０人 ７７１人

Ｒ６度 ２６３，１１３人 ７５４人

減 少 数 ▲３３，５６７人 ▲１７人

増 減 率 ▲１１．３％ ▲２．１％

Ｒ11度 ２４４，５６７人 ７４４人

減 少 数 ▲１８，５４６人 ▲１０人

増 減 率 ▲７．０％ ▲１．３％

＊ 令和６年度及び11年度の子ども数全体は，社人研の「日本の地域別将来推計人

口」(H30)において示されている，令和７年度２６３，１１３人，令和１２年度

２４４，５６７人をそれぞれ用いている。

３ 年齢区分別の代替養育を必要とする子ども数

年齢区分ごとの子ども数の割合は将来も変わらないと仮定の上，算定

区 分 H26度～H30度平均 Ｒ６度 Ｒ11度

３歳未満 ７．７％ ５８人 ５７人

３歳～就学前 １２．２％ ９２人 ９１人

学童期以降 ８０．１％ ６０４人 ５９６人

合 計 １００．０％ ７５４人 ７４４人



【別紙２】

里親等委託を必要とする子ども数の見込み算定方法

１ 代替養育を受けている子どものうち，里親等委託を必要とする子どもの割合

(Ｈ26度～Ｈ30度平均)

区 分 代替養育を受けて 里親等委託を必要と Ｂ／Ａ

いる子ども数（Ａ）する子ども数(Ｂ)

３歳未満 ５９．２人 ３０．４人 ５１％

３歳～就学前 ９４．０人 ７１．８人 ７６％

学童期以降 ６１７．６人 ４６２．０人 ７５％

合 計 ７７０．８人 ５６４．２人 ７３％

２ 代替養育を必要とする子ども数の見込み

区 分 Ｒ６度 Ｒ８度 Ｒ11度

３歳未満 ５８人 ５８人 ５７人

３歳～就学前 ９２人 ９２人 ９１人

学童期以降 ６０４人 ６０１人 ５９６人

合 計 ７５４人 ７５１人 ７４４人

＊ 令和８年度の見込みは，６年度及び11年度の数値を基に推計

３ 里親等委託を必要とする子ども数の見込み

「２ 代替養育を必要とする子ども数の見込み」に，１の割合を掛けて算

出

区 分 Ｒ６度 Ｒ８度 Ｒ11度

３歳未満 ３０人 ３０人 ２９人

３歳～就学前 ７０人 ７０人 ７０人

学童期以降 ４５２人 ４５０人 ４４６人

合 計 ５５２人 ５５０人 ５４５人



【別紙３】

これまでの里親登録世帯数の推移等を

踏まえた里親等受入子ども数の見込み

１ 里親登録世帯数

・ Ｈ２６度：１０８世帯 → Ｈ３０度：１８２世帯

・ 平均すると，１年で１８．５世帯増加。同様のペースで増加すると仮定

２ 里親１世帯当たりの受入子ども数

・ 平成２６年度：６６人／１０８世帯＝０．６１人

・ 平成３０年度：１１２人／１８２世帯＝０．６２人

・ 今後，里親等委託の推進を図ることを勘案し、０．６５人と仮定

３ ファミリーホームの受入子ども数

・ Ｈ２６度：５施設、定員３０人、委託子ども数１８人

・ Ｈ３０度：５施設、定員３０人、委託子ども数２１人

・ Ｈ２８度～Ｈ２９度は６施設、定員３０人であったことを勘案し、５年

で１箇所(定員６人)増加と仮定。

・ 里親等委託推進を図ることを勘案し、委託子ども数を定員と同数と仮定

４ 今後の里親等受入子ども数見込み

区 分 Ｈ30度 Ｒ６度 Ｒ11度

里親登録世帯数（Ａ） １８２世帯 ２９３世帯 ３８６世帯

受入子ども数(Ａ×0.65） １１２人 １９０人 ２５１人

ファミリーホーム設置数 ５施設 ６施設 ７施設

受入子ども数 ２１人 ３６人 ４２人

受入子ども数合計 １３３人 ２２６人 ２９３人



【別紙４】

施設で養育が必要な子ども数の見込み

区 分 Ｒ６度 Ｒ８度 Ｒ11度

３歳未満 代替養育を必要とする子ども数 ５８人 ５８人 ５７人

里親等委託を必要とする子ども数 （３０人) (３０人) (２９人)

里親等委託目標子ども数 ２３人 ２３人 ２２人

施設入所措置子ども数 ３５人 ３５人 ３５人

３歳から 代替養育を必要とする子ども数 ９２人 ９２人 ９１人

就学前 里親等委託を必要とする子ども数 (７０人) (７０人) (７０人)

里親等委託目標子ども数 *1 ３７人 ５２人 ５３人

施設入所措置子ども数 ５５人 ４０人 ３８人

学童期以降 代替養育を必要とする子ども数 ６０４人 ６０１人 ５９６人

里親等委託を必要とする子ども数 (４５２人) (４５０人) (４４６人)

里親等委託目標子ども数 *2 １５９人 *3 １８０人 ２２３人

施設入所措置子ども数 ４４５人 ４２１人 ３７３人

施設入所措置子ども数合計 ５３５人 ４９６人 ４４６人

＊１：就学前の里親等委託を必要とする子ども数の６０％と設定

(就学前の合計の６０％から３歳未満の里親等委託数を減じた数)

＊２：里親等委託を必要とする子ども数の３５％と設定

＊３：里親等委託を必要とする子ども数の４０％と設定



用 語 説 明

番号 用 語 説 明
１ 社会的養育 子ども家庭への養育支援から代替養育までを指している。

社会的養育の対象は全ての子どもであり，家庭で暮らす子
どもから代替養育を受けている子ども，その胎児期から自立
までが対象となる。

２ 代替養育 家庭における養育が困難又は適当でない場合に，家庭に代
わり里親や児童養護施設等で養育すること。

３ 家庭養育優先 代替養育を行う場合には，家庭における養育環境と同様の
原則 養育環境である里親やファミリーホームへの委託を優先し，

これらが適当でない場合には，できる限り良好な家庭的環境
である，小規模かつ地域分散化された施設で養育することを
原則とすること。

４ 児童家庭支援 児童に関する地域や家庭からの相談や市町村の求めに応じ
センター た援助，児童相談所からの委託による指導，関係機関との連

携・調整などを行う児童福祉施設であり，児童相談所の補完
的役割を担う施設。

５ 里親制度 家庭における養育が困難又は適当でない子どもを，自分の
家庭に迎え入れ、温かい愛情と正しい理解を持って養育する
制度。
【里親の種類】
・養 育 里 親： 保護者のいない子ども又は保護者に監護

させることが不適当であると認められる子
どもを養育する里親。委託人数は最大４人
（実子を含めて６人）

・専 門 里 親： 養育里親として養育経験を有する者で児
童虐待等の行為により心身に有害な影響を
受けた子ども，非行等の問題を有する子ど
も及び障害がある子どもを養育する里親。
委託人数は最大２人（養育里親対象児童２
人と合わせて４人，実子含めて６人）

・養子縁組里親： 養子縁組により養親となることを希望し，
養子縁組が可能な子どもを養子縁組するこ
とを前提として養育する里親。

・親 族 里 親： 両親その他その子どもを現に監護してい
る者が死亡，行方不明等の状態になったこ
とにより，扶養義務者又はその配偶者がそ
の子どもを養育する里親。

６ ファミリーホ 家庭における養育が困難又は適当でない子どもを，この事
ーム事業 業を行う住居において，児童間の相互作用を活かしつつ，児

童の自主性を尊重し、基本的な生活習慣を確立するとともに，
豊かな人間性及び社会性を養い，児童の自立を支援する事業。
養育者の住居で行う点で里親と同様であるが，定員は５～６
人となっている。

７ 乳児院 乳児（保健上，安定した生活環境の確保その他の理由によ
り特に必要がある場合には，幼児を含む。）を入院させて，
これを養育し，あわせて退院した者について相談その他の援
助を行うことを目的とする施設。



番号 用 語 説 明
８ 児童養護施設 保護者のいない児童（乳児を除く。ただし，安定した生活

環境の確保その他の理由により特に必要のある場合には，乳
児を含む。）虐待されている児童その他環境上養護を要する
児童を入所させて，これを養護し，あわせて退所した者に対
する相談その他の自立のための援助を目的とする施設。

９ 母子生活支援 配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びそ
施設 の者の監護すべき児童を入所させて、これらの者を保護する

とともに、これらの者の自立の促進のためにその生活を支援
し、あわせて退所した者について相談その他の援助を行うこ
とを目的とする施設。

１０ フォスタリン 里親のリクルート及びアセスメント，里親登録前後及び委
グ業務 託後における里親に対する研修，子どもと里親家庭のマッチ

ング，子どもの里親委託中における里親養育への支援，里親
委託解除後における支援に至るまでの一連の支援業務。

１１ 特別養子縁組 子どもの福祉の増進を図るために，養子となる子どもの実
親（生みの親）との法的な親子関係を解消し，実の子と同じ
親子関係を結ぶ制度。

実親の同意，養親の年齢（原則25歳以上），養子の年齢（家
庭裁判所に審判を請求するとき原則６歳未満。），半年間の監
護の条件を満たす場合に，家庭裁判所の決定を受け成立する。
※令和元年６月14日，養子の年齢を15歳に引き上げるなどの
改正民法が公布され，１年以内に施行される見込み。

１２ 普通養子縁組 養親との間に法律上の親子関係が成立するが、実親との親
子関係は解消されず，子どもは２組の親を持つことになるた
め，実親と養親の両方に対して、相続する権利や扶養を受け
る権利（および義務）を持つこととなる。

特別養子縁組とは異なり，裁判所の決定は不要で，原則と
して養子の年齢制限や監護条件等が定められておらず，養親
と養子が同意することにより成立する。

１３ 社会的養護自 児童福祉法は，原則として18歳未満の者に対して支援を行
立支援 うこととされているが，18歳に達した時点で，その後の生活

の見通しが何ら立っていないにも関わらず，機械的に措置を
解除した場合，それまで行ってきた保護指導の効果が失われ，
自立した生活を営むことが困難になることから，児童の自立
の観点から必要と認められる場合には，20歳に達するまで継
続して支援することなど，代替養育等を経験した子ども達の
自立支援が図られている。

また，法改正により児童養護施設等を退所した20歳未満の
児童等であって就職や就学をする者が共同生活を営む自立援
助ホームについては，20歳に達する前から入所している者の
うち，大学の学生等である者については，22歳に達する年度
の末日まで居住できることとされたほか，児童養護施設に居
住しながら大学等へ通う場合に支援する事業等が創設された。




